
書式第 12号 (法第 28条関係)

2020年度  事 業 報 告 書

2020年4月 1日 から2021年3月 31日 まで

特定非営利活動法人 公共政策調査機構

1 事業の成果
2020年度は当法人の設立翌年度であったことから、前年度に引き続き「事業を軌道に乗せるための

期間として位置づけ、今後のこの法人の各事業が円滑に展開できるよう、堅確な事業実施体制の構築を
ることに注力する」旨を事業実施の方針として掲げ、取り組みを進めた。

しかしながら、新型コロナウイルスの感染拡大を受け、年度途中において多くの事業が休止を余儀なく
されたのは残念なことであった。
こうした中にあって、公共政策に関する調査・研究事業において野村総合研究所からの受託研究プロ

ェクトについては、前年度からの継続案件として年度当初に完遂することができた。
また、公共政策研究の過程及び成果を内外に発信する事業については、ウェブサイ トを活用し活動内

の適時適切な発信に努めた。
この間、人材育成については、政策勉強会は休止を余儀なくされたものの、公益社団法人日本青年会

所の依頼により同会議所の公益事業に対する政策面を中心とした助言業務は、メール等により
ることによりその目的を達成することができた。
以上から、2020年度の当法人の特定非営利活動は、コロナ禍における種々の制約を受けながらも、総

てみれば一定の実績を挙げることができたものと考えている。
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13 28

1 受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費

2 受取寄附金
事業寄附金
その他寄附金

3 受取助成金等
受取補助金

4 事業収益

(1)公共政策に関する調査 0研究事業収益

(2)公共政策研究の過程及び成果を内外に
発信する事業収益

(3)公共政策に係る人材育成事業収益

0公共政策の研究および実践に関わる者
の相互交流を推進する事業収益

5 その他収益
受取利息
雑収入

2020年度 活動計算書

2020年4月 1日 から2021」事3月 31日 ま
‐C

特定左蛍利活動塗人 公共政策調査機構 _
:円 )(

経常収益計
Ⅱ 経常費用
1 事業費

(1)人件費
臨時雇手当
諸謝金

人件費計
(2)その他経費

会議費
旅費交通費
褒賞費
消耗品費
支払手数料
通信費
修繕費
広告宣伝費
業務委託費
その他経費計

事業費計
2 管理費

(1)人件費
役員報酬
臨時雇手当
諸謝金
人件費計

(2)そ の他経費
消耗品費
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通信費
会議費
旅費交通費
交際費
支払手数料
広告宣伝費
業務委託費
その他経費計

管理費計
経常費用計

当期経常増減額
Ⅲ 経常外収益
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経常外費用

経常外費用計
税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
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書式第 15号 (法第 28条関係)

2020年度 貸借対照表

2021年 3月 31日 現在

.特定非営利活動法人 公共政策調査機構

(単位 :円 )

科
目
日 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金

普通預金 (り そな銀行)

通信用郵便切手類

売掛金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

仮受金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計
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2020年度  計算書類の注記

重要な会計方針

計算書類の作成は、発生主義によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

(2)固定資産の減価償却の方法
該当なし

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金     該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし

(5)消費税等の会計処理
事業規模少額のため該当なし (非課税法人)

2.事業別損益の状況

特定非営利活動法人 公共政策調査機構

事業部門計 管理部門 合計
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I 経常収益  |
1・ 受取会費  |
2.受取寄附金 |
3.受取助成金等|
4.事業収益  |
5。 その他収益 |
経常収益計

Ⅱ 経常費用  |
(1)人件費

臨時雇手当

諸謝金

人件費計
(2)その他経費

広告宣伝費

会議費
旅費交通費

通信費

消耗品費

修繕費

支払手数料

業務委託費

褒賞費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



内容 金 額 算定方法

該 当な し

3。 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

4.使 途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5
下の各項はすべて該当なし

。 固定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

7.役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

期首残高 当期増加額
ヽ
〓 期末残高内容

合計

減少 期末帳簿価額科 目 期首取得価額 取得

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

|

投資その他の資産

敷金

l

合計

当期借入
ｙ
〓 期返済 期末残高科 目 期首残高

合計

科 目

計算書類に
計上された

金額

内役員及び近
親者との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかに
するために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第28条関係)

2020年度 財産目録

2020年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 公共政策調査機構

(単位 :円 )

科
口
日 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

手元現金

普通預金 (り そな銀行)

通信用郵便切手類

未収金

特定非営利事業未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金 (特定非営利事業に係る未払費用)

仮受金 (特定非営利事業に係る借受金)

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

0
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書式第 18号 (法第28条関係)

2020年度 年間役員名簿

2020年 4月 1日 から2021年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 公共政策調査機構

役 名 氏   名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 紹i百 経菫員
`

2020年4月 1日 ～
202」手3月 31日

な し

理事 筆林 実患早 2020年4月 1日 ～
2021年3月 31日

な し

監事 箱窪 赤=員
:

2020年 4月 1日 ～
2021年 3月 31日

な し



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿
2021年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人公共政策調査機構

氏   名 住 所 又 は 居 所

１

■ 池田 健二郎

2 中林 美恵子

3 加藤 宗兵衛

4 相澤 弥一郎

5 徳川 家広

6 海老根 靖典

7 勝又 恒一郎

8 佐々木 信夫

9 射場本 健彦

10
株式会社池田健二郎事
務所 代表取締役 池
田健二郎

11

12


